
[bookmark: _Hlk140668964]問題 １　日本の人口に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。
　第33回（令和２年度）社会福祉士国家試験　試験問題　準拠

1　「人口推計（2024年（令和6年）2月1日現在（確定値）」（総務省）によると，2024年の総人口は1億2410万5千人で、前年同月に比べ52万6千人増加した。	Comment by 俊彦 原: 減少した
2　「令和５年（2023）人口動態統計月報年計（概数）」（厚生労働省）によれば，2023 年
の合計特殊出生率は1.20 で前年より上昇した。	Comment by 俊彦 原: 低下した。	Comment by 俊彦 原: 老年人口も途中、2050年過ぎから減少し始めるので、4千万にはならない。
3　「国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口（令和５年推計）」によれば50年後の2070年には、日本の総人口は現在の７割まで減少する。
4　「国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口（令和５年推計）」によれば，老年（65 歳以上）人口は、今後も増加を続け2070 年には 4千万人を超える。
5　「国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口（令和5年推計）」によれば，2070 年の老年（65 歳以上）人口割合は約 50 ％になる。	Comment by 俊彦 原: 50％を超えれば。限界国家となり、遠からず消滅します。

（注）「国立社会保障・人口問題研究所の推計」とは，「日本の将来推計人口（令和5年推計）」の出生中位（死亡中位）の仮定の場合を指す。

正解　３

問題２　日本の経済・雇用・労働と社会保障に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

１　日本の経済は1974年の石油ショックを契機に年率１％程度の低成長が続いている	Comment by 俊彦 原: 1990年のバブル経済崩壊以降
２　日本のGDPは、かってアメリカについで世界第２位を占めていたが、その後、中国に追い越され第3位に、2023年はインドに抜かれて世界4位に転落した。	Comment by 俊彦 原: インドではなくドイツ	Comment by 俊彦 原: まだ10％に留まっている。次の選挙待ち
３　2011（H23)年に社会保障と税の一体改革が打ち出され「社会保障制度の維持存続のために消費税を増税してゆく」方向性が示され、その結果、消費税は1989（H1)年の3％から上昇を続け、現在はすでに20％まで増加している。
４　日本の国債の債務残高は2022年度末には1,000兆円を越え、日本の人口をざっと1億人とすれば、赤ちゃんから老人まで、国の債務は1人あたり１千万円を超す。
5   日本の労働力率（生産年齢人口15－64歳に占める労働力人口の割合）は90％と高く、日本人は労働意欲が高くよく働くと国際的に高く評価さている。	Comment by 俊彦 原: 約60％。90％は一億総活躍社会をめざす政府の目標？
６　男性稼ぎ手モデルの雇用形態が続いており、女性のM字型就業パターン（女性は結婚・出産にともない離職・パートタイムで再雇用）も全く変化していない。	Comment by 俊彦 原: 未婚率の上昇によりM字の谷が浅くなってきた。

正解　４





問題３　社会保障の概念と範囲に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

１　イギリスの社会保障は所得保障を含み、戦後のビバレッジ布告で世界をリードした。	Comment by 俊彦 原: ヤルタ会談の頃なので、戦前
２　世界で初めて社会保障法（1935年）を成立させたアメリカの社会保障は社会保険、公的扶養、社会福祉サービスを含む先進的なもので、公的医療保険も手厚く、その伝統は医療費負担適正化法（通称オバマケア）に反映されている。	Comment by 俊彦 原: アメリカは民間保険会社が強く、公的医療制度は遅れている。
３　ILO（国際労働機構）の社会保障の概念は限定的であり、社会保障の範囲は各国ごとにに異なるため、国際的な基準とはなりえない。	Comment by 俊彦 原: 包括的であり、国際基準となっている。
４　昭和25（1950年）年10月16日に、戦後、設置された社会保障制度審議会会長　大内兵衛が、当時の内閣総理大臣　吉田茂に出した「社会保障制度に関する勧告」（1950年勧告）は、すべての国民が文化的社会の成員たるに値する生活を営むことができるようにすることを求め、生活保障の責任は国家にあると明確に宣言しており、日本の社会福祉の原点となっている。

正解　４

問題４　社会保障の意義と役割に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。　
１　救貧は人を貧困から救うもので、社会保険（失業保険、健康保険、年金保険など）・社会手当（無拠出の現金給付、児童手当など）などがある。	Comment by 俊彦 原: 公的扶助の話。
２　防貧は人が貧困に陥るの防ぐためのものであり、公的扶助（ふじょ）（生活保護）などがある	Comment by 俊彦 原: 社会保険の話
３　貧困はどのような社会・時代にみられる普遍的な現象であり、その基準は変化しない。	Comment by 俊彦 原: その基準は変化する。昔の貧乏人はスマホなんか持ってないでしょ！
４　雇用保険（失業保険）制度における失業者給付には、不況時における有効需要の拡大は期待できず、景気回復の効果はない。	Comment by 俊彦 原: 一応、期待されているし、効果が全くないとはいえない。
５　社会保障には所得再分配の機能があり、ビルト・イン・スタビライザー（景気変動を自動的に安定化する）としての役割が期待されている。

正解　５

問題５　社会保障の理念とその対象に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。
１　社会保障の意義は個人の生存権（生きる権利）を守ることよりも、社会全体の連帯（きづな）を維持することにある。	Comment by 俊彦 原: 守ることによって、
２　日本国憲法は第25条第１項で、すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する（生存権）、第2項で、国はすべての生活部面について社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない（国家義務）を規定している。社会保障審議会の1950年勧告は、この規定に基づいている。
３　日本国憲法は第14条は、すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない（平等原則）と定めており、すべての人には平等に社会保障を受給する権利があり、同様に社会保障の費用を拠出する義務を負う。	Comment by 俊彦 原: 平等原則は関係なし。
４　人的適用範囲に着目した個別社会保障の分類には、職域型（特定の産業・職業の従事者を加入者とする）と地域型（国民全体・地域全体を加入者とする）があり、日本の年金制度では、国民年金が職域型、厚生年金が地域型に分類される。	Comment by 俊彦 原: 逆です。
５　日本はILO102号条約・国際人権規約・難民条約の批准国であるが、現在までのところと、在留外国人、短期滞在者、難民など日本国籍を持たない人は、基本的に国民年金、児童手当などの社会保障制度の対象外となっている。	Comment by 俊彦 原: 原則として、日本国籍の有無にかかわらず、社会保障制度の対象となっている。

正解　２

問題６　欧米の社会保障の歴史に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

１　社会保障の始まりは、オランダの救貧法にある。	Comment by 俊彦 原: イギリスの救貧法
２　1869 年にアメリカで始まった慈善組織協会の友愛訪問は、貧困者の聞き取り調査を行い、ケース記録を作成し、組織的な貧困者への相談・支援の始まりとなり、慈善活動の専門職ケースワーカー（CW)の養成を行った。	Comment by 俊彦 原: イギリスで始まった慈善組織協会
３　フランスの労働者層の相互組織（友愛組合・共済組合・共同組合）では加入者が掛け金を支払い基金を作り、疾病、老齢、死亡に対する給付する仕組みが生まれた。これが社会保険のルーツである。	Comment by 俊彦 原: これもイギリス。産業革命がフランスよりも早く始まったので。
４　歴史上、最初に社会保険を導入したのは、ドイツの鉄血宰相ビスマルクで、1883年に疾病（医療）保険、1884年災害（労災）保険、1889年老齢・疾病保険（年金）を導入した。
５　イギリスでは1929年の世界大恐慌が引き金となり、失業率の上昇・失業問題の深刻化し、ニューディール政策が導入され、1935年に社会保障法の成立し、諸制度の総称としての「社会保障」概念が使われた。	Comment by 俊彦 原: アメリカ。世界恐慌は。アメリカのニューヨークのウオール街の株の暴落から始まった。

正解　４

問題７日本の社会保障の歴史に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。
（＊第35回（令和4年度）社会福祉士国家試験問49に準拠)

１　社会保険制度として最初に創設されたのは雇用保険制度である。	Comment by 俊彦 原: 健康保険制度
２　社会保険制度のうち最も導入が遅かったのは健康保険制度である。
３　1950 年（昭和 25 年）の社会保障制度審議会の勧告では，日本の社会保障制度は租税を財源とする社会扶助制度を中心に充実すべきとされた。	Comment by 俊彦 原: 終戦後の国の財政状況から考えても、このような勧告がなされることはなかった。
４　国民健康保険法・国民年金法が制定され、1961（S36)年 には国民皆保険・皆年金体制が実現した。
５　2008 年（平成 20 年）に後期高齢者医療制度が導入され老人医療費が無料化した。	Comment by 俊彦 原: 一時的に無料化したのは1974年頃の話し

正解　４


問題８　日本の社会保障の財源と給付に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

１　財源（資産収入を除く）は、基本的に保険料60％、国30％、地方10％
２　生活保護・児童手当・児童／障害者福祉の財源は国が4分の１，地方が4分の３	Comment by 俊彦 原: 国が4分の３，地方が4分の１
３　国民基礎年金の財源は国が３分の２，保険料３分の１	Comment by 俊彦 原: 国が2分の１，保険料2分の１
４　厚生年金（報酬比例部分）の財源は⇒すべて事業者負担	Comment by 俊彦 原: すべて保険料
５　介護保険の財源は保険料４分の１、国が４分の１、都道府県／市区町村各４分の１	Comment by 俊彦 原: 保険料2分の１、国が4分の１、都道府県／市区町村各8分の

正解　１


問題９　日本の社会保障の国民負担率に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

１　国民負担率とは、国民の税金や社会保険料などの支払いが国民所得に占める割合
２　国民負担率は、国税（所得税・消費税など）＋地方税（住民税など）＋社会保険料）÷国民所得で求められ、毎年、厚生労働省が公表している	Comment by 俊彦 原: 財務省
３　2020（R2)の国民負担率は30％（財政赤字込では35）国税10％、地方税10％、社会保険料負担10％となっている。	Comment by 俊彦 原: 2020（R2)の国民負担率は44.6％（財政赤字込では49.9％）国税16.4％、地方税10.1％。こんなに低くない。アメリカじゃないのだから。
４　国民負担率は、国内総生産（GDP）に占める社会保障サービスの大きさの指標である。	Comment by 俊彦 原: 国民負担率ではなく、社会保障給付費（社会保障支出）の経済規模をみる指標
５　国民負担率30％に対し、社会保障給付費の国民所得比は約40％であり、負担した分以上の社会保障サービスが行われている。	Comment by 俊彦 原: そんなに優雅な話ではない。国民負担率40％に対し、社会保障給付費約30％。8割方戻っている！とも解釈できる。

正解　　１

問題１０
社会保険と公的扶助に関する次の記述のうち、最も適切なものを 1 つ選びなさい
（＊第34回（令和3年度）社会福祉士国家試験　試験問題　問題51）

1 　社会保険は特定の保険事故に対して給付を行い、公的扶助では貧困の原因や困窮の程度に応じた給付が行われる。	Comment by 俊彦 原: 貧困の原因に関わりなく、困窮の程度に応じ
2 　社会保険は原則として金銭給付により行われ、公的扶助は原則として現物給付により行われる。	Comment by 俊彦 原: 公的扶助も原則として金銭給付
3 　社会保険は防貧的機能を果たし、公的扶助は救貧的機能を果たす。
4 　社会保険は事前に保険料の拠出を要するのに対し、公的扶助は所得税の納付歴を要する。	Comment by 俊彦 原: 不要
5 　公的扶助は社会保険よりも給付の権利性が強く、その受給にスティグマが伴わない点が長所とされる。	Comment by 俊彦 原: 社会保険は公的扶助よりも
正解３
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